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は じ め に
近年,対 外直接投資や間接投資の著 しい増大が見 られ,経 済活動の国際化,グ ローバル化が進
展 しているが,こ れにともなって各国の経済政策は国際的諸要因を考慮 した対応を迫られてきて
いる。 とくに国境を超えた経済活動か ら生み出され る所得の租税回避は,各 国のそれぞれの歴史
的 ・社会的 ・経済的背景をもつ固有の税制のなかに見いだされるループホールの利用によって容
易 とな り,こ の国際的租税回避に対処す るために,各 国で新税制,タ ックス ・ヘイブン対策税制
お よび移転価格税制などが導入されている。
本稿では,開 放経済下での租税政策の有効性について,国 際的租税回避とその対策を取 りあげ
て考察する。その際,と くにタックス ・ヘイブン税制と移転価格税制を中心に見ていき,そ の後,
租税回避の理論的分析か らアプローチして有効な租税政策をさく・る。
1.タ ックス ・ヘ イブンの条件 と特徴
1-1タ ックス ・ヘ イブ ンの条件
(1)





所得や資本に対 して非課税または低税率で課税する。②高 レベルの銀行 ・商業機密の保持一 事
業活動等についての秘密 ・機密を法令,判 例法,行 政上の慣例などのルールに基づいて公開しな
いことを容認 している。③為替非統制一 非居住者には外貨の交換に規制がなく,タ ックス ・ヘ
イブンに会社を設立 して他の国で経済活動を自由に展開できる。④金融部門の高い比重一 オフ
ショア金融事業を奨励する政策をとり,非 居住者の金融活動を差別的軽課や,支 払準備率ゼロな
どの優遇措置で保護 しているため,不 相応に大きい金融部門をもっている。⑤近代的なコ ミュニ
ケイション施設の整備一 倍報通信網に関する各種のイ ンフラス トラクチュアや,交 通網が整備
されている。⑥租税条約の非締結一 租税条約を締結 しないか,締 結 してもそのネットワークが
限定的である。⑦その他一 政治的,経 済的に安定 し,ま た,弁 護士,公 認会計士など法律 ・税
務 ・会計に関する専門的サーヴィスが利用可能である。




これらの要因の背景を見れば,タ ックス ・ヘイブンは概 して発展途上国に置かれてお り,そ こ
ではいまだ第2次 産業の発展が遅れ,第1次 産業や観光業にのみ依存する経済発展段階にある。
したがって所得税の税収への依存度が著 しく低く,所 得税非課税や低税率政策を採用 しやすい状
況にあ り,外 国からの資本輸入や所得移転を促進する意図で非課税 ・低率課税が維持されている。
税制面以外にも外国の資本や所得を魅 きつける条件が整備され,と くに金融機関にとっては厳
格な機密保持が重要なインセンティブとなる。そこでタックス ・ヘイブンの多 くは機密厳守のた
めに租税条約を締結 しない。タックス ・ヘイブンにとっては,誘 致した外国銀行の金融活動が活
発化すればするほど,税 収,雇 用,所 得などを増大させる効果が期待されるのである。
1-2タ ックス ・ヘ イブンの カテゴ リー
OECD報 告書 も指摘す る よ うに,タ ックス ・ヘ イブ ンの条件 は あ くまで も相対 的な ものであ
り,た とえあ る国が高税率国 であって も,そ の国の租税優遇 措置 や税制のあ り方次第で,別 の国
のタ ックス ・ヘイブ ン的 な存在 にな りうる。 この タイ プには,今 日,国 家 間の税 制の相対的関
係 ・差異 の利用 可能性か ら成 立す るタ ックス ・ヘイ ブンや,租 税 条約 のネ ッ トワークを利用 した
タ ックス ・ヘイ ブ ンな どが見 られ る。
わが国 の税制 においては,タ ックス ・ヘイ ブンは 「軽課税国」 と呼ばれ,「 法人所得 または特
定の所得の税負担が,わ が国と比較 し曝 しく低咽.地 域」 と趨 されて、留.「 著 しく低い」
(2)石 弘光 「タックス ・ヘイブンの理論と実態」『日税研論集』vol.18,1992。
(3)「 軽課税国」 はこれまで大蔵大臣が指定 し大蔵省が告示することになっており,41力 国が3つ のカテ
ゴリー,① 全所得軽課税国 ・地域,② 国外源泉所得軽課税国 ・地域,③ 特定事業所得軽課税国 ・地域に
分類されてリス トアップされていた。1992年 度の改正で,こ の指定制度は廃止され,タ ックス ・ヘイブ
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の具体 的内容は 「わが国の法人所得 の実効税率(50%)の 二分の一(25%)以 下」 であ る。
2.タ ックス ・ヘ イブンの利 用形態 と租税 回避
タックス ・ヘイ ブ ンに資本が魅 きつけ られ る理 由は,租 税 目的に限定 されないが,租 税 回避が
重要 なイ ンセンチィヴとな ってい ることも真実 である。軽課税 国の この側 面に注 目 し,ベ イ ス ・
カンパ ニーや,コ ンデ ュイ ッ ト・カ ンパ ニーが法 の網 の 目を くぐって国際的な租税 回避を実現す
(4)
るメカニズ ムを明 らかにす る。
2-1ベ イス ・カ ンパニー(basecompany)
内国法人は,タ ックス ・ヘイ ブンに基地 となる外国関連会社,い わゆる子会社 を設立す ること
に よって,高 税率 の居住国か ら,低 税率 また は非課税 のタ ックス ・ヘイブ ンへ所 得を シフ トし,
税 負担の軽減化や回避 を図 ることが できる。 この よ うな基地 とな る子会社 はベイス ・カンパ ニー
と呼ばれ るが,こ れに は資産管理 ・運用型 のベイス ・カンパ ニーと無形資産保有型 のベイス ・カ
ンパ ニーがあ る。
資 産管理会社 は,高 税率 国か ら移動 された株式,社 債 な どの有価証券に代 表 され る資産 の利子
所得 ・配 当所得 などを低税率 のも とで管理す る とともに,そ れ らの資産所 得を当ベイ ス ・カ ンパ
ニーの名義 で運用 し,さ らにその利益 を再投 資す るな ど,居 住国 の課税を回避 して非課税 または
低税率 のも とで管理 ・運用す る。 これにたい して無形 資産保有型 の子会社 は,内 国法人 また は親
会社 の特許権,商 標権,意 匠権 などの無型財産 を,ひ とまず低価格で買い取 り,こ れ らを他 の第
三国 に売却す るかまた は貸付 けて,売 却益 や ロイヤ リティを得 る。 このよ うに して得 られた利益
はタ ックス ・ヘイ ブンに置かれ る限 り課 税を免れ,居 住国 の課税 も回避 で きる。
また,広 義のベイス ・カンパ ニーは,上 で見た よ うないわ ゆるタ ックス ・ヘイ ブン会社 と トソ
(5)
ネル会社(conduitcompany)に分 類で きる。 トンネル会社 はタ ックス ・ヘ イブ ン以外 の高税率
国の租税条約 のネ ッ トワー クを利用 した租税 回避 を可 能にす る。 これ は,第 三国 とタ ックス ・ヘ
イ ブンが租税条約 を締結 してい る場合,第 三 国 と租税条約のない国 の内国法人が この第三国 での
経済 活動か ら得た所得 を,タ ックス ・ヘ イブ ンの導管会社 を通過 させ ることに よって可能 となる。;
通常 タ ックス ・ヘイ ブンと して知 られて いる国 ・地域 は租税条約 を締結 しない場合 が多いの で,
ン税 制 はす べ て の外 国子 会 社 を対 象 とす る こ とに な り,か ね て か ら非 リス ト国 の租 税 回避 の 温 床 との批
判 に 晒 され て きた 問 題 が 解 決 さ れ る こ とに な った の は 大 き な前 進 であ っ た。
(4)U.S.DepartmentoftheTreasury(R,Gordon),TακHavensandTheirUseayUnited
StatesTaxpayers-ArOverview,1981;大崎 満 『国 際 的 租 税 回避 一 そ の対 抗 策 を 中 心 と して』
1990;藤 井 保 憲 「国 際 的 租 税 回 避 に つ い て」r税 経 通 信 』1987.E,vol.42,no。8;小松 芳 明 「租 税 回避
行 為 と国 際 課 税 問 題 一 〇ECD報 告 書 を 中心 と して 」 『目視 研 論 集 』vol.14,1990.6;中里実rTax
Havenの 利 用 形 態 一 研 究 ノー ト」『税 研』1990,vol.5,no.29;石弘 光 「タ ッ クス ・ヘ イ ブ ンの理
論 と実 態」 『日税 研論 集 』vol.18,199`L.3,な どを 参 考 と した 。
(5)こ の二 分 法 に つ い て は,占 部 裕 典 「タ ッ クス ・ヘ イ ブ ン税 制 」 村 井 正 編 『国 際 租 税 法 の 研 究 一 国際
的 租 税 回 避 の 理 論 と政 策 』1990,に よ る。
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持株会社は,A国 の内国法人(親 会社)aが,外 国Bに 設立 した関連子会社b等 を間接的に支
配す る場合に用いられる。まずaが タックス ・ヘイブンHに 持株会社hを 設立 し,こ の持株会社
に外国関連子会社bの 株式等を所有させることによって,間 接的にこの関連会社bを 支配する。
利子,配 当,キ ャピタル ・ゲインなどの課税上の優遇を受け られるほか,再 投資などを狙 う場合
にも利用される。この場合,外 国関連子会社bの 所在国Bか ら直接に利子,配 当などをA国 のa
に送 ろ うとすればB国 の源泉課税を免れないので,B国 と租税条約を締結 しているタックス ・ヘ
イブンHの 持株会社を通 じて源泉課税を逃れるのである。この種の持株会社の設立にしぼしば選
ばれるのは,租 税条約のネットワークを広範にもっているルクセンブルグ,オ ランダ,ス イス等
である。
(2)貿 易会社(tradingcompany)
A国 の内国法人aが,貿 易業務を営む子会社hを タックス ・ヘイブンH国 に設立 した とす る。
商品やサーヴィスなどの貿易活動から得 られた所得は,親 会社aに 本来的には帰属すべ きである
が,子 会社hの 所得としてH国 に留ま り,親 会社aは 租税を回避iする。これは親会社の所得を子
会社にシフトしたのと同じ意味をもつ。また,別 の租税回避の方法は,親 会社aの 扱 う商品を不
当な低価格でタックス ・ヘイブンの子会社hが 購入 し,第 三者に販売 してより大きな利益を得た
後,こ れを非課税または低率課税のH国 におくという一般的なケイスである。 これは移転価格問
題 とも関連 している。
(3)金 融子会社(financecompany)
A国 の内国法人aが タックス ・ヘイブンHに 金融子会社hを 設立 し,こ れにaの 保証のある有
価証券等を発行させて資金を調達させ,そ の資金をaやaの 関連会社に貸 し付ける。Hと 租税条




処す るための保険を必要 としている。一般には自家保険を行っても,そ の保険料に相当する額は,
課税所得の算出に際 して費用化を認められていない。 しかし,タ ックス ・ヘイブンHに 設立 した
子会社hに 保険業を営 ませると,こ れへの保険料支払は費用としてaの 課税所得から控除され,




タ ックス ・ヘイ ブンにサーヴィス供給会社hを 設立 し,hの 提 供す るサ ーヴィスへ の対価 と称
してA国 の親会社aが 手数料 などを支払 う。 これがaの 経費 控除 とな って課税所得を減 じ,他 方,
H国 でhの 受け取 った この所得 は非課税 か低税 率に従 う。 これはaの 租税回避を 目的 とした,A
国 か らH国 への事実上 の課税 ベイスの移動 であ ると考え られ る。
(6)船 舶会社(shippingcompany)
国際海運業 は,非 課税 かまたは低税 率の船 舶税や船 舶登録料な どで海運業 を優遇 してい るタ ッ
クス ・ヘイ ブンHに 子会社 を設立 して,船 籍をH国 に移動 させ る。 また はタ ックス ・ヘイ ブンに
あ る金 融セ ンターを利用 して,優 遇的な用 船契約や リース契約 に よって所得操作 を行 い,租 税 を
回避す る場合 も見 られ る。
(7)オ フシ ョア ・セ ンター(offshorecenter)
タ ックス ・ヘイ ブンは課税面で優遇 され る上,規 制 な しに自由に金融取引 を行 え ることか ら,
名 目上 の金 融セ ンターと して利用 され る。通常 は本国 の親会社 がタ ックス ・ヘイ ブンHに 子会社
hを 設立 して,hに オ フシ ョア投資信託 などの取 引を名 目上行 わせ るが,実 際には米菓な どの金
融 セ ンターや オフシ ョア ・セ ンターを介在 させ て取引 を操 作 してい る。
以上 のほかに,も っとも直接的な租税 回避 の方法 として居住地 の移転 があ る。高税率国 か ら低
税 率国 であ るタ ックス ・ヘ イブ ンへ の移住 は個人 レベルでは少 な くない。法 人の場合 には,課 税
が本店所在地主義 による場合 と,管 理支配地主義 に よる場合 では異な り,後 者を とる国の企業が
管 理支配地 をタ ックス ・ヘイブ ンに移転 させ て租税 負担 の軽減をはか る例 も見 られ る。
と ころでタ ックス ・ヘイ ブンに子会社 を設立 して課 税上 の メ リッ ト等を享受 しようとす る場合,
す でに指摘 した よ うに,そ の設立場所 は必 ず しも通常 のいわゆ る 「タ ックス ・ヘ イブ ン国」 でな
くて もよい。 タ ックス ・ヘイブ ンの条件 は相 対的な ものであ り,あ る国 の特定税 の税率 の相対的
な水準 や特定 の優遇措 置の利用可能性 に よっては,こ の国 は別 の国 のタ ックス ・ヘ イ ブンにな り
得 るのであ り,こ の ことは一層広範 囲に租税 回避 の道 が準備 されて いることを意味 してい る。
2-3第 二次的な租税 回避(secondarysheltering)
タ ックス ・ヘイ ブンのベイス ・カ ンパ ニーに蓄積 された所得 は,非 課税か低税率 の下で管理さ
れ,そ こに留 まる限 り,本 国 での課税 を 延納 で きるが,さ らに第二次 の 租税 回避(secondary
sheltering)に よって無期限の延納,租 税 回避 に も成功す る可能性を もってい る。 これにはベイ
ス ・カンパ ニーに留保 された資金を再投資す る方法や親会社 に貸 し付 ける方 法,所 得を税 負担の
軽 い所 得形態 に変 換 して実質的に親 会社に送金す る方法が ある。
このほか,租 税条約 で二重課税 の排除 のため に,「 関連会社間 の配 当免税措 置」 が存在す る場
合 に は,タ ックス ・ヘ イブ ン子会社 の留保金 は配 当の形 で非課税 で親会社 に送 金 され る。 同様に
して,二 重課税 の排除 のために 「所 得免除方式」 が採 られてい る場 合に は,株 主 の給与所 得,役
員報 酬 と して送金 され課税 を免れ る。
(1)内 国法人へ の貸付 に よる租税 回避
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親会社へのタックス ・ヘイブンの子会社からの貸付けは,一方において,親会社か ら受け取 る利
子所得をタックス ・ヘイブンで非課税または低税率課税の扱いにさせ,他 方において,親 会社の
支払利子を居住国で費用化 して課税ベイスから控除するとい う,二 重の優遇扱いを可能 とさせる。
(2)所 得のキャピタル ・ゲインへの転換による租税回避
外国関連会社の内部留保の増大が親会社の株価を上昇させる場合には,本 国での課税をともな
う配当や所得の送付の代 りに,居 住国での株式の売却を通 じて非課税または優遇税制の対象 とな
っているキャピタル ・ゲイン等の所得形態に転換 して実現できるであろう。または十分に内部留
保を蓄積 した子会社を部分的に清算することによって,そ の持分をキャピタル ・ゲイ ンとして実
現する方法 もある。
3.国 際 的租税 回避 とタ ックス ・ヘ イブンの機能




(1)優 遇税制下で資産を管理 ・運用す る機能
タヅクス ・ヘイブンに集められた有価証券などの資産や,特 許権,商 標権,意 匠権などの無形
資産か ら生み出され る利益を,非 課税または低税率課税のもとで管理する。さらに,積 極的にこ
れらの資金を投資または運用 して,優 遇税制のメ リットを享受 しながら利子,配 当,キ ャピタル・
ゲイ ンあるいはロイヤ リティなどを得る機能を果たす。一般的なベイス ・カンパニーや持株会社,
投資会社,特 許権保有会社(patentholdingcompany)な どがこのタイプに属する。
(2)事 業所得の留保 ・納税延期の機能
財 ・サーヴィスの取引活動から得た所得を,介 在させているタックス ・ヘイブンの子会社へ取
引価格の操作を通 じて移動 し,そ こに留保 して租税負担の最小化をはかる。留保されている期間
にわたって,本 国での課税が延期される効果をもつ。貿易会社,船 舶会社,サ ーヴィス会社など
が このような機能をもつ形態に分類される。
(3)事 業経費控除による税負担軽減化の機能
キャプティヴ保険会社に典型的にみ られるように,保 険子会社をタックス ・ヘイブンに置 くこ
とによって,さ もなければ課税所得の算出の際に費用として控除されなかったはずの支出を控除
項 目に し,課 税ベイスを縮小 して税負担最小化をはかる機能である。金融子会社の場合にも,親
会社の資金調達に際 して介在 し親会社に資金貸付を行 うが,そ の対価 としての支払利子が親会社
の経費として課税所得を縮小する機能を果たす。
3-2課 税ベ イスの移動 とタ ックス ・ヘ イブンの 機能
前 項 の一般的分類 に異論 はないが,タ ックス ・ヘイブ ンに設立 されてい る子会社 の機能は複雑
(6)中 里実[1990]
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に絡み合っていて,単 純な線引きで分類することは難 しい。このことはまた別の分類 も可能であ
ることを意味 しているともいえる。そこで筆者は,居 住地国における対策の導入を意識 した分類
を考えてみることにす る。
資本輸出国の租税回避 目的でなされた課税ベイスの移動が,受 入れ側であるタックス ・ヘイブ
ンのいかなる機能を期待 してなされたかとい う点に着目してみよう。すると,次 のように整理さ
れ るであろ う。
① 国内での所得発生後に移動された課税ベイス自体を管理する機能
② 発生前の課税ベイスの移動を意味す る資本移動に対応 して資本を受け入れ管理する機能
③ 移転所得や移転資本から発生 した所得を留保する機能
①は国内および国外で発生 し,本 来的には内国法人(親 会社)に 帰属すべき所得または課税ベ
イスを,タ ックス ・ヘイブンに移動する場合であ り,主 に支配 ・従属関係にある関連会社 との取
引価格の操作や経費操作を通 じて移動された課税ベイスを受け入れる機能である。一方,② は,
所得をもた らす原資,つ まり資本の移動によって,所 得 ・課税ベイスの発生前に事前的に課税ベ
イスを移動 させる場合に対応する受入れ機能である。③は受け入れた所得 ・資本か ら発生 した収
益を留保す る機能である。
このように分類す ると,国 際的租税回避にたいする対応策として,① について国境を超えた課
税 ベイスの分配の適正化が,② については資本 ・所得移動の経済合理性が問われるべ きこと,③
については,事 実上の留保所得の帰属先に課税すべきこと,が 重要なポイン トとなっていること
が理解 され る。
4.国 際課税 と租税原則;納 税者 間,国 家間 の公平性 と効率性
4-1国 際課税への租税原則の適用
国際的租税回避の影響について,資 本輸 出国側の政府は,課 税ベイスの国外への流出による税
収の減少として深刻にとらえ,ま た国内での経済活動から所得を得ている企業や人々は,主 に国
外での経済活動から所得を得ている者の税負担が不当に軽いとい う税負担の不公平問題 として受
けとめるであろ う。 この他,国 際的視点からは,国 家間の課税権の配分をめぐる対立問題や,世
界的レベルの資源配分の効率問題として捉えられるであろう。
このように様 々な立場から問題視される租税回避にたいして,解 決策を見いだそ うとすれば,
説得力あるなんらかの原則や基準が必要である。租税政策に関するその一つの基準とな り得るの
は 「租税原則」であろう。とくにこの原則のうちでも重要視されるのは 「税負担の公平」 と 「課
税の中立性」であるが,こ れは,オ ープン経済の場合にも妥当性を持つものと見てよいであろう。「
マスグレイヴ(R.Musgrave)に よれぽ,開 放経済の場合の租税政策には,個 人間の公平と国
(7)
家間の公平 とい う二つの公平問題が考慮されなけれぽならない。 個人間の公平は,「 数個の租税
行政区域で発生 した所得を持つ個人の公平な税負担」を意味 している。他方,国 家間の公平は,1





経済の国際化の進展にともなって,各 国の課税権が国境を超えて拡張す るようにな り,税 収を
め ぐる対立が発生するようになった。各国の課税権の主張は,一 般に 「源泉地主義」と 「居住地
主義」に基づいてなされ るが,そ れぞれは次のような内容を持つ。「源泉地主義」は,国 内の経
済活動か ら生みだされた所得について,居 住者であると非居住者であるとを問わず,同 等に課税
す るとい う 「国内源泉所得」への課税権を主張す る立場である。基本的には全ての国にとっての
基:本的な課税権の主張ともいえるが,今 日では資:本輸入国の立場から正当化される考え方である。
他方,「 居住地主義」は居住者が国外で得た所得に課税する権利を主張するものであるが,そ の
根拠 は居住国内の納税者間の公平,つ まり国内源泉所得と国外源泉所得の同等の取扱いであ り,
資本輸出国の課税権の主張と一致する。
経済が一国内で閉ざされ,資 本や所得の移動が見 られない状況の下では,二 つの立場に大 きな
矛盾は見られなかったが,現 在のような経済の国際化,グ ローバル化が進行 した時代には,2つ
の立場の同時的な採用 は二重課税をもた らす。この二重課税を排除す るために,二 つの立場のど
ちらかに統一す るか,ど ちらかを優先 させて調整す るかの方法を選択 しなければならないであろ
う。 もし,「居住地主義」を世界的に統一 して採るならば,す べての国が非居住者を非課税に し,
居住者のみを課税対象 とすることによって,重 複課税は排除 され得る。
しか し,一 般に資本輸 出国には先進国が,資 本輪入国には発展途上国が該当する可能性が大き
い とい う点を考慮すると,「 居住地主義」のもとでは資本輸出国の税収が確保される一方で,途
(8)
上国の税収は著 しく減少するであろう。ここに国家間の不公平問題がでてくる。
公平を達成す るためには,問 題の所得源泉が関係国へ適切に配分されなければならない。 これ
は表現を変えれば,資 本輸出国と資本輸入国の間の課税権の調整問題であ り,課 税基準をめ ぐる
いわゆ る 「居住地主義」と 「源泉地主義」の調整問題でもある。先進国を居住地とする企業が発
展途上国に進出するとい う図式を一般的なパターンと考える限 り,国 家間の公平化とい う目的に
沿 う調整 として,「源泉地主義」を 「居住地主義」 に優先させる選択が合理的な解決策の一つと
して引き出されるであろ う。
4-3開 放経済下の 納税 者間の公平 と二重 課税の 調整
閉鎖 経済 の下 で要求 され る個人 間の水 平的公平,「 等 しい経済状態 にあ る者は 等 しく取 り扱わ
れ るべ きであ る」 とい う租税原則 は,開 放経済の下 では,「 国内で発生 した所得 も国外 で発生 し
(8)マ スグレイヴは,国 家利益(nationalgain)と 国家損失(nationallos:)と いうタームを用いてこ
の問題を次のように捉えている。つまり,資 本輸出国であるA国 に居住するaがB国 に投資 して所得を
得た場合を想定すると,aの 所得に対 してB国 のみが課税すると,B国 に国家利益が もた らされる一方




た所得 も同等に扱われるべきである」とい う要件を追加 した形に拡張 されなけれぽならないであ
ろ う。つま り国内を源泉地 とする所得と外国を源泉地とする同額の所得に対す る 「課税上の同等
の取扱い」である。
各国の所得税,法 人税は その課税標準 も税率も同一ではないか ら,国 際化 した経済のもとで
「課税上の同等の取扱い」を貫 こうとすれば,各 国ごとに何らかの調整が必要 となる。 二重課税
の調整策としてOECDモ デル条約 と国連モデルは,外 国税額控除方式(acreditsysteln)と 外
国所得免除方式(aexemptionsystem)を 提示 している。税額控除方式では,た とえぽA国 に居
住す る投資家aが,B国 に投資 して得た利潤にたいして,A国 の税務当局は税額控除によって調
整を行 うとす る。二国の税率をそれぞれ 晶,屠 で表わす と,ち 〉向 のとき追徴課税が行われ,
翻く'β のとき,二 重課税を避けるために還付が行われれば,調 整は完全 となる。
しか し,現 実にはこの ような還付を含む完全調整を実施 している国は見当たらない。アメ リカ
はこの ような完全調整を採用 した歴史をもつが,現 行法では控除の上限を設定 している。わが国
は,一 括限度額控除方式をとってお り,1989年 には高税率国の控除に際 しては,国 内の実効税率
を限度 とするよう改正を行った。 このように控除方式では,外 国での超過課税部分の還付をとも
なわない 「追徴課税による調整」が一般的となっている。このことは還付のための国庫支出を抑
える一方で,納 税者間の公平や資本輸出中立性の達成を妨げるとい う問題を残す。
ところで 「追徴課税による調整」は,指 摘するまでもな くここでの関心事である国際的租税回
避問題 と関連するものである。居住国での追徴課税を逃れて,低 税率国 ・地域に所得を留保 させ
る等の恣意的操作によって租税を回避す る行為は,税 負担の公平や資本輸出の中立性を損ね る重
要な問題である。二重課税を排除す るのとまった く同じ根拠によって,租 税回避の問題も解決さ
れなけれぽならない。
4-4資 本輸出の中立性と世界経済における租税の中立性
「租税の中立性」原則が,租 税原則におけるもう一つの重要な問題であ り,開 放経済の下では,'
生産要素とくに資本の移動に影響を及ぼさない租税が基本的に求められていることを示 している。
さきに国内の経済活動か ら生 じる所得も,国 外の経済活動から生じる所得も,同 額の所得であれ
ば同額の課税に従 うとい う原則を示 したが,こ れを企業活動 と見れば,投 資地域がいずれである
かに よって税負担が異ならない,し たがって資本の輸出にたい して租税が中立であるとの原則で
もある。
ところで,あ る国は諸外国の投資を自国に魅きつけるイ ンセンチィヴとして,非 居住者の所得
や資本利潤にたいして免税や低税率などの優遇措置を採用するであろ う。このこと自体はその国
の課税権の問題であ り,各 国の税制に様々の差異が存在するのは,歴 史的,文 化的,経 済的背景
の違いからむしろ当然のことである。しか し,こ のことが税負担の最小化を求めて,資 本や所得
を高税率国か ら低税率国に移動させるなら,世 界経済のレベルか ら見た資源の配分は租税 の影響
がない場合とは異なるものとな り,効 率的な配分から離れるに違いない。つ まり国別の資本輸出
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中立性が確保 されても,世 界経済全体から見た資源配分の効率性,ま たは租税の中立性は保証さ
れない。
この点を是正するには,世 界の税制を統合するか,各 国に統一的税制を導入するか,で きるだ
け近似的な税制を各国が採用するか といった方法が考え られるが,こ れらの実現がほとんど不可
能であることを考慮すれぽ,当 面は各国がそれぞれに協調 して調整につとめるしか道はない。
5.タ ックス ・ヘ イブン対策税制
5-1「 サ ブパー トF」 型 税制
以上 に見 て きた よ うに,問 題 の多い国際的な租 税回避を,租 税原則 の示唆す る基準 と矛盾 しな
い方 法で解決す るのは必ず しも容易 ではないが,各 国は相次いで対応策の導入 を図 って きた。 そ
れ らには,タ ックス ・ヘ イブ ンの利用 に よる租税 回避 を特 に防 止す る狙 いを もつ対応策 と,国 際
的租税 回避全般 を規制 し阻止す る対応策 とがある。 本章 では,前 者の タックス ・ヘ イブ ンを直接
的 な ターゲ ッ トにす る対応策 をみ,次 章 で国際的租税 回避一般 への対応策 をみ る。
(1)ア メ リカの 「サブパー トF法 」
国外へ の投 資や資 本移動 が増大す るに した がって,こ れ らか ら発 生 した所 得 をタ ックス ・ヘイ
ブ ンに留保す るなど して課 税を回避す る行為 が多発 し,経 済 の国際 化時代 の新たな問題 とな って
(9)きた
。 これ に対 してアメ リカは,他 の諸国に先駆 けて1962年 に 「サ ブパ ー トF法 」(SubpartF
Iegislation)を 制定 し,タ ックス ・ヘイ ブ ンに留保 され ている所 得を本国の企 業 または会社 の所
得 に合算 して課税す る こととした。 このよ うにア メ リカが素早 い対応 をな し得た のは,こ の種 の
税制 の原型 であ る 「同族持株会社 条項 」(Personalholdingcompanyprovisions)や「外 国同族
持株 会社条項」(Foreignpersonalholdingcompanyprovision:)を1930年代か ら持「っていた こ
ロの
とに よるといわ れている。 サ ブパ ー トFは 導入後,1975,1982,1984年 に さらに充実 され てお り,
1984年 改 正で は外国 同族持株会社法 に優先 して適用 され ることとな った。
サ ブパ ー トFの 対象 とな る被支配外 国法 人 また は会社 は,ア メ リカの株主 が直接的 にまた は間
接 的Y=10%以 上 の株 式を保 有 し,そ の総計 が株式発行総数 の50%超 であ るよ うな法人 ・会社 であ
り,ま た,納 税義務の生 じる支配法人 ・会社 は,上 述 の10%以 上 の株式 を直接 的 ・間接的に保有
す るアメ リカの株主 である。対 象 とな る所得 は,外 国関連会社 との間 に発生 した 次の よ うな所 得
であ る。
① 受動的所 得(passiveincomes)一配 当,利 子,ロ イヤルテ ィ,キ ャピタル ・ゲイ ン,経 営
管 理所 得,賄 賂(conveniences,bribes)等 ●
②非 受動所得(non-passiveincomes)一販売所得,サ ー ヴィス取 引所得,保 険所 得,船 舶 ・
(9)大 崎満[1990];広 木準一 「タックス ・ヘイブンと対策税制」貝塚 ・石 ・野口 ・宮島 ・本間編 『グロ
ーバル化 と財政』5章 ,1990。




ところでアメ リカのサ ブパ ー トFの 適用 条件 は,地 域的 アブR一 チを とらず,外 国で発生 した
所得 の性格 のみに依存す る所 得 アプローチを とってい る。 したが って タックス ・ヘイ ブンの定義
や範 囲は問題 とな らないが,② の うちの販売所 得 とサー ヴィス所 得については,つ ぎの条件に該
当す るタックス ・ヘイ ブ ンに特定被支配外国法人 ・会社 が置かれた場合に限定 して課税対象 とな
る。 つ ま り当該 国 ・地域 の実効税率が,当 該財 の生産 国 と消費 国の実効税率の うち低い税率の90
%未 満(ま たは両者の価格差が5%以 上)の 国 ・地域 では課 税 され る。
(2)そ の他の国 の 「サ ブパー トF」 型 の対策
アメ リカが1962年 に 「サ ブパ ー トF法 」(SubpartFlegislation)をい ち早 く導入 した のに続
いて,ド イ ツ(当 時の西 ドィッ)も1972年 に 「対外取引課税法」(Aussensteuergesetz)を 導 入 し,
同年 に カナ ダが 「国外発生資産所得条項」(Foreignaccrualpropertyincome)の改正で対 策 を
図 った。また,1978年 に 日本が 「租税特別措置法」66条 で,1980年 に フランスが 「租税一 般法」
209B条(Article209BofCGI)で,さらにイギ リスが 「1984年 財政法」(1984Financeact)6章
でそれぞれ タ ックス ・ヘイ ブン対 策を打 ちだ した。
これ らは基本的 には同一 タイ プの対 策であるが,強 いて分類すれ ば,
①留保所得合 算課税型一 アメ リカ,日 本,カ ナダ,ド イ ツ
②管理支配地主義課税型一 イギ リス
に分 け られ るであろ う。① の タイ プは,自 国の居住者や企業が タ ックス ・ヘイブ ンに事 実上のペ
イパ ー ・カンパ ニーであ る子会社を設立 し,国 際的 な経済活動か ら得 た所得 をそ こに留保 して,
自国の租税 負担 を免れた場合,こ の留保 を株主 の所得 に合算 して課税す る方式 であ る。 このタ ッ
クス ・ヘイ ブン内の留保所 得は配当 と して送金 され るまで自国での課税 を延期 され ていたが,こ
の課税法 の導 入に よって租税回避が ほぼ不可能 となった。 アメ リカ,カ ナ ダ,日 本,ド イ ツが こ
の タイ プの税制を もち,も っとも典型的 なタ ックス ・ヘ イブ ン対策税 制であ る。② の タイ プは,
た とえ国外に本店が置かれ ていても,実 質的に経済活動 の主要 な管理 ・支 配を行 う場所 が 自国で
あれば,こ の企 業が国内企業 また は国 内法人で ある とみ な して課税す る方式 であ る。 この方式 を
とってい るイギ リス は,対 象 をタ ックス ・ヘイ ブ ンに とくに限定 しないが,明 らかに タックス ・
ヘイ ブンを意識 した対策 と考 え られ る。
5-2日 本のタ ックス ・ヘイブン対策の特徴
すでに述べた ように,日 本はタックス ・ヘイブン対策税制を1978年1月 に租税特別措置法で導
入 した。これはわが国の居住者や内国法人が,軽 課税国に設立 した子会社などに所得を留保して
税負担を回避する行為に対抗するもので,ア メリカの 「サブパー トF」 型の対策 といxる 。その
特徴は次のように整理 される。
タックス ・ヘイブン=軽 課税国の範囲については,具 体的には法人税実効税率が25%以 下の
国 ・地域を指 し,当 税制の対象となる外国法人は,外 国法人または外国関 連 会 社(そ の発行済株
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課税対象 となる所得は,特 定外国子会社の未処分所得の うち,内 国法人に帰属するはずの留保
部分であ り,こ れが内国法人の所得に合算され課税される。法の適用に際 して,租 税回避を目的
とせず,実 体を備え十分な経済合理性をもって経済活動を営む独立企業については,適 用除外 と
している。 しか し,株 式 ・債券の保有,工 業所有権 ・著作権などの取引,船 舶 ・航空機の貸付を・





避に対抗する。つまりこの二国に所在する内国法人 ・企業が,低 税率国の法人 ・会社などとの取.
引で支払 った利子,ロ イヤルティ,ラ イセンス使用料,サ ーヴィス料などを控除経費 として扱 う
行為について,こ の経費の性格,控 除や金額の正当性を自ら証明するよう当該法人 ・企業に義務
づけているのである。
とくにフランスでは,優 遇税制をもつ国や地域に所在する金融機関か らの内国法人の受取 り分
'に つい ても,そ の資金 の正 当性が立証 されな い限 り,タ ックス ・ヘイ ブ ン税法が適用 され,こ の
(11)資金 全額
を課税所 得と して取 り扱 うことになってい る。
(2)タ ックス ・ヘイ ブンへ の資産 移転に対す る措 置
租税 目的 に よる資産 のタ ックス ・ヘイ ブ ンへの移 転に対 して,イ ギ リス,ア イル ラン ド,ベ ル
ギ ー,ア メ リカは,移 転 された資産 か ら生 じた所得 の租税 回避を阻止す る規制を行 っている。 イ
ギ リスお よび アイル ラン ドは,資 産 の移転者 ・企業 と所 得 ・利益の受領者の一致を税務当局が証
明 し得 る場合 には,全 所得 に課税 で きるもの と してい る。 同様 の ケイスにつ いて,ベ ルギーは立
(12)証責任 を納税者
の側 に置 いてい る。 アメ リカの内国歳入法 もほぼ同様 の規定を持 って いる。
(3)オ フシ ョア投資 ファン ド対 策
タ ックス ・ヘ イ ブンでは金融事業 に対 して,と くに課税上 の優遇制度 を厚 く行 ってい る場合が
多 いが,こ れが他 国か らの金融機 関の設立 を盛んに してい る。 タックス ・ヘイ ブ ンの投資会社 に
集め られた資金か らの利益 は,株 主 ・投 資家 の居住 国での課税 を避 けて,当 地 にその まま留保 さ




れ蓄積 され る。 これは株価 の増価 に反映 され,投 資家 ・株主 はその売 却を通 じて こ航をキ ャピタ
ル ・ゲイ ンと して実現 できるであ ろ う。一般 にキャ ピタル ・ゲイ ンは配当等の所 得 よりも軽課さ
れ てい る場合 が多いので,所 得の キャ ピタル ・ゲイ ンへ の転換 が租税回避に有効 とな る。
この よ うな租税回避 に対抗す るため に,カ ナダ,オ ランダ,ド イ ソはあ る計算法 に基づ いて毎




前章では,国 際的租税回避の防止策 として,タ ックス ・ヘイブンを特にターゲットとする対策
を示 したが,本 章ではタックス ・ヘイブンを含むより広範な対象に対する一般的な租税回避への
対策を扱 う。これには移転価格税制,租 税回避を規制する一般条項,実 質の優先などがある。
G-1移 転価格税制とアームズ ・レングス価格
(1)多 国籍企業の国際租税戦略一 税負担の最小化
タックス ・ヘイブン対策税制によっては,十 分に対応できない国際的租税回避として注 目され
るのが,移 転価格操作による税負担軽減行為である。つま りタックス ・ヘイブン対策税制が対象
とするのは,軽 課税国などで蓄積された留保であ り,国 内で生 じた所得=課 税ベイスの軽税率国・
地域への移転時点に,こ れをとらえて課税することはできない。経済の国際化は複数の進出先国
にそれぞれの国籍を持つ子会社を置 く企業グループを出現 させたが,これ らは,支配 ・従属関係に
よって結合 されたグルーフ.を構成 し,関 連企業間での内部取引における取引価格(=移 転価格)の
操作を通 じて,課 税ベイスを各国間に分配 し,グ ループ全体 としての税負担の最小化を図る。こ
のような租税回避戦略が国際的租税計画(lnternationaltaxplanning)と して展開されたのは,
進出先国ごとに税制や取引上の規制が異な り,し か も国際的な課税制度 も未整備であったことに
よる。
このような国際的租税回避は,資 本輸出国側からの一方的な進出先国へのタックス ・ベイスの
移動であったことから,先 進国の税収の減少を招 くことにもな り,一 層,各 国政府,税 務当局の




現在,ほ とんどの先進工業国は,「移転価格税制」ない し 「移転価格規制」を持 っている。 わ
030ECD[1987コ,pp.35-3E.
㊥ 移 転 価 格 税 制 に つ い て は,IRS,AStudyofIntercomanyPricing,TreasuryDepartment
OfficeofTaxAnalysis,1988;日本 租 税 研 究 協 会 『内 国 歳 入 法 弟482条 に 関 す る 白書(移 転 価 格 の
研 究)の 概 要 』1988;岡 村 忠 生 「移 転 価 格 税 制 」 村 井 正 編 『国 際 租税 法 の研 究一 国 際 的 租 税 回 避 の理
論 と政 策 』1990;大 崎 満 『移 転 価 格 税 制 一 日本 と欧 米 の制 度 比較 』1988;村 上 睦 「移 転 価 格 税 制 」
『日税 研 論 集 』vol.18,1992.3;大崎 満[1990],な どを 参 照 した 。
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が国 も,ア メリカの 「内国歳入法482条 」(1986年改正)や,イ ギ リスの 「所得 ・法人税法第485条 」
(15)




れは租税の競争中立性や資本輸出の中立性から問題 となるぽか りでなく,国 際間の税収の配分を
歪め,国 の課税権を侵害することにもなる。
この問題の解決法の一つは,恣 意的 。作意的な移転価格の操作を排除することである。移転価
格税制は,内 部取引の代 りに,も し非関連者 との外部取引であったならぽ用いたであろ う価格を




price)と 呼ばれている。OECD報 告書 〔1979〕は,「独立企業間価格」について,「 自由競争市







これは,当 該取引と同 じ条件のもとで同じ種類の財について,非 関連者 と取引した との比較対象
取引を想定 し,そ こで成立するであろう価格を基準 とする算定法である。同様の条件のもとで外
部の競争市場での非関連者間の取引価格 も有効 とされている。
②再販売価格基準法は,当 該取引の財を国外の子会社などの関連老が輸入 した後,非 関連者に
再販売する価格から通常 の利潤分を取 り除いた額を独立企業間価格とする算定法である。 ここで
の通常の利潤 とは,再 販売価格に通常の利益率を乗 じて算出される。販売活動に適 した方法であ
るが,取 引のプロセスで付加価値が追加される場合には修正が必要となるなどの問題をともな う。
③原価基準法は,国 外関連取引を行 うに際 して,販 売の対象 となる財を非関連者か ら購入する




年 に 国 内取 引 を対 象 と して導 入 した 「内 国 歳 入 法482条 」 を1954年 と1986年 に 改 正 して現 行 の 移 転 価 格
規 制 の根 拠 と して い る 。 イ ギ リス は1951年 改 正 の 「所 得 ・法 人 税 法 第485条 」 に 基 づ い て い る 。
(603)企 業の国際的租税回避と租税政策29
(16)場
合 について,OECD報 告書 は これ に準ず る方法 を示 してい る。
6-2日 本の移転価格税制の特徴
わが国の国際的租税回避への対策をみると,ま ずタックス ・ヘイブン対策が1978年 に導入され
たが,こ れはタックス ・ヘイブンのみをターゲットにしてお り,非 タックス ・ヘイブンの租税回
避も含むよ り一般的な対応策 として登場 したのが移転価格税制であった。わが国の移転価格税制
は遅れて導入された こともあって,す でに示 した諸外国のそれとほぼ同じタイプのものであるの
で,こ こではわが国のこの税制の他の諸国との相違点について簡単に示 しておくに留める。
(1)独 立企業間価格の算定法





通達や判例法で規定 しているのに対して,わ が国はアメ リカと同様に法令で規定 していることも
特徴的である。
(2)法 人の国際取引への限定的適用
アメ リカは,移 転価格税制を法人および個人の双方を対象として適用 し,国 内取引も国際取引
と同様の取扱いをしている。イギ リスは原則的に個人と法人のいずれの国際取引にも移転価格税
(17)制
を適用する。これにたいして,日 本は対象を法人に限定 し,国 内取引は除外 して国際取引にの
み適用する。この点では日本は ドイツおよびフランスと同様の方法をとっている。
(3)事 前確認制度
他 の国と特に異なるのは,わ が国の税制が事前確認制度を早 くから導入 したことである。これ
は制度の執行をスムーズに進めるために,対 象企業に採用を予定 している独立企業間価格の算定
法を選択させ,こ れを税務当局が検討 して事前に算定方式についての合意や確認を与えるもので
ある。 この制度のメリッ トは,事 実上,移 転価格税制の適用が避け られる結果になること,当 税
制の適用に要するであろう両者のコス トを節約すること,当 該法人が選択 した独立企業間価格の
算定法が確認された以上,税 務当局が別の方法で更正処分を行 う恐れがないとの安心が得られる
(18)
こ と な ど で あ る 。
σqOECD[1979]は その他の方法として,利 益比較法,利 益配分法,投 下資本収益法,期 待資本収益
法を掲げている。
⑯ わが国は移転価格税制の導入前には,内 部取引価格による租税回避問題に対 して 「寄付金」扱いで処
理する方法で対応 してきた。国内内取引については現在もこの方法によっている。それは低廉価格での
売却や高額買い入れ,低 利融資などを一種の寄付 とみな して課税所得に加える方法である。駒 宮史 博
「移転価格税制の最近の執行方針」『租税研究』1992.7。 大崎満[1988コ,p,210。
⑱ アメリカのASA(Advancepricingagreements)がこれと類似 している。 しかし日本の事前確
認制度が 国税庁 と納税企業との間での 手続きであるのに対 して,ASAは 租税条約上の相互協議とし
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6-3そ の 他の一般 的条項によ る対応策
国際的租税 回避 に対抗す る一 般的対策に は,移 転 価格税制 のほかに,一 般条項 に よる対 策や 「形
式 に対 す る実質 の優先」 とい う法律解釈 での対応,非 居住者 の所得 の源 泉税 徴収が見 られ る。
(1)一 般条項
一般 条項 で租税回避の 規制 を行 ってい る国 はス ウェーデ ンとニュージーラン ドであ る。 ス ウェ
ーデ ンで は不 自然 な取 引形 態で租税負担 を軽減 した り回避す る場合 には,一 般 条項 に よってそ の
取 引 が否認 され る。 ニュージー ラン ドでは,こ れ よ りも ドラスティ ックに,租 税 回避 を直接的 ・
(19)間 接的
に狙 う目的や効果 を有す る全 ての取引 は,無 効条項 に よって無効 とされる。
(2)実 質優先 の課税
「形式 よ り実質 の優 先」(substanceoverform)は,法律解釈 の一種 の プ リンシプル と して 税
法 の適用 を回避す る行為 に対抗 す る。法令化 され てい る場合 と単 に裁判所 な どにおけ る法 解釈 の
原則 と して用 い られてい る場 合 とがあ る。後者の場合,税 務当局 などが取 引の経済 的実態 を立 証
で き るとき,こ れに基づ いて租税 回避を阻止 できるこ とに なる。そ の際,こ の立証 が ネ ックとな
る可 能性 が あるので,納 税 者側 に挙証責任が 転換 され てい ると効果 的 とな る。 また,フ ランス,
ドイ ツ,ス イスなどの ヨー ロッパ諸 国では この原則 は特に取 りあげ られ ない が,「 法 の濫 用」 の
(20)
コ ンセ プ トに含 まれてい る との立場 が とられ てい る。
7.国 際的租税回避対策の問題点
近年,国 際的経済活動が益々活発化 してい くのにともなって,国 際的な租税回避が無視できな
いものとなってきてお り,各 国,と くに資本輸出国は,そ の対応策にエネルギーを注いできた。
それは次のような問題が国際的な租税回避の結果 として生 じて くるためであると考え られる。つ
まり,国 外投資と国内投資との自国内での課税上の不公平化,ま たは資本輸 出の非中立性問題,
あるいは課税ベイスの不当な国外流出による税収の減少等の顕在化である。各国はこれらの問題




7-1タ ックス ・ヘ イブン対策税 制の 問題点
(1)タ ックス ・ヘイ ブ ン対策税制 の導入効果
従来,タ ックス ・ヘイ ブ ンに所在す る被支 配法人 また は外国関連 子会社 の留保 金が 内国支配法
て,納 税者と国内の税務当局に加えて国外の税務当局 もかかわってくる点で大 きな違いがある。黒田東





人 に配当 されない限 り,こ の持分 は課税を延期 され ていたが,ア メ リカのサ ブパ ー トFに 代表 さ
れ るタ ックス ・ヘイ ブ ン対策税制 は,こ れ を課 税対 象に取 り込む ことにほぼ成 功 した。
その結果,た とえぽ,OECD報 告書 に よれ ぽ,ア メ リカの1978年 か ら1982年 までの間 に,サ
ブパ ー,F薦 、,、4。億 ドル燵 玉突.ま たわ カ・国Z・つL・て も同報 甑 ・ 。クス ・一イ ブ・対
策 税制 の導入 の6年 目の1983年 には,特 定外 国子会 社を もつ国内法人(A)428社 が17の 指 定 軽 課 税
1国 ・地域(B)に 所在す る1,914の 子会社(C)に つ いて申告書 を提 出 し,課 税留保所得,い わゆ るサブパ
(22)
一 トF所 得◎ として314億 円が追加 された と指摘 している。 この数値 は1992年vは ・㈹707社 ・(B)
39地 域,(C)3,343社,(D)415億 円 とな ってい る。1992年 度 のタ ックス ・ヘイブ ン対策税制 に関す る
税 務行政 の処理 の状況 を見る と,処 理件数 は690件 で,こ の うち課税 対象留保 金額に誤 り の あっ
たのは,57件(8.3%),関 連の特定外国子会社 の数 は,3,570社,こ の うち課税留保金額 に誤 りの
(23)
あ った のは82件(2.3%),申 告漏れ課税対象留保金額 は23億 円であ った。




ているとの指摘 もあ り,こ の対策税制によってすべての問題が解決できるとはいい難い状況にあ
ることに注意 しなけれぽならない。
(2)軽 課税基準 と課税対象の限定問題
タックス ・ヘイブンの指定制度の廃止に よって,わ が国では内国法人の支配する全ての外国関
連子会社をタックス ・ヘイブン税制の対象 とす ることができるようになったが,実 際に課税対象
になるか否かは,外 国関連子会社 ごとに判定される。この判定の基準は,① 外国関連子会社が 「国
内の法人税の実効税率(50%)・ の二分の一(25%)以 下」の法人所得税をもつ軽課税国 ・地域に所
在 しているか否か,② その被支配外国子会社の稼得する所得の種類が実質的には企業活動の実体
く　　ラ『を持 たない受動 的所 得(passiveincome)ま た はテイ ンティ ド・イ ンカム(taintedincome)で あ
るか ど うか,を テス トの内容 と してお り,①,② のいずれに対 しても否 でなければ,課 税 国に所
⑳OECD[1987],P42.
㈲OECD[1987],pp.42-43.
¢3わ が 国 の1992年 度 の 数 値 に つ い ては 国 税 庁 資 料 に よ る。
㈱ ドイ ツの 場 合 に は,1972年 の 当税 制 の導 入 か ら1979年6月 まで の 間,課 税留 保 所 得 の 総 額 は1.7百 万
DM(ド イ ツマ ル ク)に 上 った が,予 想v.反 し て1973年 を ピー クに減 少 し,1972年,1973年 の2年 間 の
1件 当 た り18万DMの 数 値 は,1977年 に は3.7万DMに 激 減 した 。 これ に つ い てOECD報 告 書 は,新
税 制 の 導 入 に よっ て特 定 外 国子 会 社 が整 理 さ れ た り,支 配 内 国 法 人 へ 正 規 の 方 法 で 配 当 した 結 果 であ ろ
う と推 測 して い る。OECD[1987],p.42.
伽 一 般 に"passiveincome"は利子,配 当,賃 貸 料,ロ イ ヤ ル テ ィ,ラ イ セ ンス使 用 料,そ して株 式
キ ャ ピタ ル ・ゲ イ ンな ど,投 資 所 得 や ポ ー トフ ォ リオ投 資 か ら得 られた 所 得 を意 味す る 。この うち の大
部 分 が"taintedincome"vこ該 当 す る と考 え られ る。 両 者 の 差 は 例 え ば,利 子 が 一 般 に はpassive
incomeで あ る が,銀 行 の 事 業 活 動 か らの 利 子 は,"taintedincome"では な い との解 釈 に 見 られ る
よ うに 微 妙 で あ る。 占 部 裕 典 「タ ッ クス ・ヘ イ ブ ン税 制 」 村 井 正 編[1990],pp.55-57,参照 。
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在す る特定外 国関係子会社 として留保金 の合 算課税 の対 象 とな る。 しか し,② のテイ ンテ ィ ド・
イ ンカムであ って も,① が否であれぽ課税対象 とはならない。
この 日本 と類似 した課税対象 への アプ ローチを,イ ギ リスとフラ ンスも とっているが,こ の判
定基 準 の1つ である軽課税基準=国 内実効税率に対 す る割合は,イ ギ リスで は最近,50%か ら四
分 の三に引 き上 げ られ,フ ランスで は三分 の二 と,両 国 とも 日本 よりもか な り高 い水準 を とって
いる。従来型 のいわゆ るタ ックス ・ヘイ ブ ンと呼 ばれ る国 ・地 域のみを対象にす る限 りは,一 般
にその税率水準 が十分 に低 いか非課 税であ るか ら,日 本の25%の 軽課税基準 の低 さは問題 ではな
い。 しか し,特 定 の優遇税制 を持 つ高税率国 をも含 む よ うな広 義の タ ックス ・ヘ イブ ンを考慮す
る と・ この25%の 水準 は所得流 出のイ ンセ ンチィヴにな り,海 外取引 を行 う内国法人 に とっての
合法的姻 税腱 のループホールに勧 かねないので検討を要霧 。
も し,タ ックス ・ヘ イブ ン対 策税 制を徹底 的に見直す チ ャンスがあ るならぽ,課 税対象へ のア
プ ローチρ方法 を,地 域か ら所得種類(パ ッシヴ・インカムかアクティヴ・インカムか)な どか ら の
アブ・一チに切 り断 る。とも検討すべ きであぢ23。
(3)適 用除外規定および留保合算課税の問題点
当対策税制の適用を除外される条件は,特 定外国子会社が独立企業としての実体を備えている
ことと,軽 税率国で事業を行 う経済合理性が存在す ることである。前者の 「実体基準」は,非 支




つぎに留保合算課税について見れば,タ ックス ・ヘイブン対策税制一般について,も し特定外
国子会社の留保を内国法人の所得に合算 して課税 した としても,あ くまで内国法人の持株割合に








合には,そ の居住者ないし内国法人はフランスに被支配会社を設立 し,さ らにタックス ・ヘイブンに支
店を置いてここを拠点として取得 した所得の課税を回避できることになる。
鋤 占部氏は既存のタックス ・ヘイブン税制のシステムを,取 引的アプローチと地域指定アプローチに分
類 し,後 者が硬直的で画一的な制度にな りやすいとしている。同氏は後者に属する日本の制度が,課 税
の公平よりも簡便性の追求を重視 しているのではないかと批判 している。占部裕典 「タ ックス ・ヘイブ
ン税制」村井正編[1990],第2章 。
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国税庁は,1993年9月,わ が国の移転価格税制の導入(1986)以 来の6年 間にわたる移転価格税
制の適用実積を発表 した。 これによると,税 務調査によってわが国の税制に従 うべ き外資系企業
と日本企業の脱漏所得総額,い わゆる申告漏れの所得は500億 円に達 した。 これにかかわる企業
数は50社 であった。これは上述のタックス ・ベイスの事後的確保に相当し,移 転価格税制の効果
を裏付ける数値ではあるが,こ れを直ちに租税回避対策の成果 として評価するのは正 しくないよ
うに思われる。一国における課税ベイスの増大は,他 国におけるその減少をもたらすからである。i
各国の税収確保のための移転価格税制の強化措置は,た がいに相手国の対抗的な措置を次々と
呼ぶ結果 とな り,租 税回避の排除策は二重課税を引き起こす原因 ともな りかねない。 したがって,;
各国が有効な租税回避対策を求めようとするなら,国 際的な協調が不可欠 となるであろ う。国際
的な仲裁機関の設立への要請は,各 国が課税所得の算定上,異 なる方式を採用 している場合にも
重要 となる。
(2)独 立企業間価格(ALP)の 問題点
移転価格税制 自体の問題点は多々あるが,こ こでの関心は,国 際的租税回避に関わる対策税制
の問題であるので,こ れに焦点を しぼる。多国籍企業による世界市場での租税負担の最小化戦略
は,典 型的なタックス ・ヘイブンの利用によってよりょく達成されるが,タ ックス ・ヘイブン税
制の導入 ・整備後は事情は異なってきているであろ う。かつて所得 ・資本の移動は国際取引を通
じた租税回避との結びつきが深いと見られていたが,現 在では租税 目的と必ず しも結びつかない
高税率国 ・地域への移動も増加 してきたことか ら,移 転価格税制は国際的租税回避への対策であ
る以上に,各 国のタックス ・ベイスの確保をね らいとす る措置としての性格を強めてきているよ
うに思われる。
そ うはいっても,欠 損を持つ関連会社への所得移転などを利用 した税負担の軽減化や,相 対的
な軽税率国への課税ベイスの移動などを通 じての租税回避の可能性を完全に否定することはでき
ない。 したがって適正課税のためには正確な課税ベイスの把握が前提であ り,移 転価格税制のあ
り方が問われなければならない。
移転価格税制の最大の難点は,独 立企業間価格の設定の困難性にあ り,市 場で比準となる取引
や価格を発見することは容易 ではない。 しかも,市 場支配力も取引規模も大きく,関 連企業 グル
ープ間の相互依存性も強い多国籍企業の場合には,規 模の経済を具現 した内部価格に相当する市
場価格を見いだすのはほぼ不可能に近 く,ま た見いだせた としても,市 場の単なる第三者間で成
立す るであろ う価格を参考にす ること自体に問題がある。
多国籍企業のタックス ・ベイスを算出するには,正 確な内部価格や コス トを把握する代 りに,
企業 グループ全体の所得自体を捉えて合算 し,こ れを一定の方式で各国に配分する方法 も可能で
ある。 このような 「合算 ・配分方式」を用いる世 界 レ ベ ル の ユ ニ タ リー ・タックス(unitary
(28)
taxation)を 再検討 してみるのも有意義であろ う。
㈱ この問題については次を参照。岡村忠生 「ユニタリー・タックスの理論とその問題点」『法学論叢』




前章まで国際的租税回避の発生するメカニズムと,こ れに対する対策をみてきたが,こ れ まで
の ところ,な お諸対策は国際的租税回避を一掃す るに至っていない。 しかもタックス ・ヘイブン
が相対化 し,対 応策が現実の変化に遅れがちである上,新 たな租税回避の方法が工夫されつつあ
り,タ ックス ・ヘイブン税制や移転価格税制の有効性が懸念 される。そこで対策にたいする納税
側のプロージブルな リアクションを政策立案に際 して考慮に入れ られるように,合 理的な期待形
成を行 う納税者について分析 してみよう。
8-1非 合法的租税回避(taxevasion)と 合法的租税 回避(taxavoidance)の 概念と関係
タ ックス ・イ ヴェイ ジ ョンとタ ックス ・ア ヴォイ ダンスは 日本語 の既存用語 と必ず しも適 合 し
な いので,こ こでは和訳 しない まま用 い るか,合 法 的か非合法 的かで区別 して呼ぶ ことにす る。
この二つは概 念上,境 界 を接 してお り,一 方 のタ ックス ・イ ヴェイ ジ ョンの概念 規定は一般的合
意 が かな りの程度成立 しているが,ア ヴォイ ダンスの概 念は必ず しも一般的合意を いまだ得 てい
(29)
な い状 況にあ る。
タ ックス ・イ ヴェイジ ョンは,税 負担 の一部 また は全部 を非合 法的に逃 れ る行為 であ り,税 務
当局 の調査 の対象 とな り,発 覚すれぽ罰則規定を適用 され る脱税 を意味す るので,非 合 法的租税
回避 と呼ぶ のが正確な内容を伝え てい るよ うに思わ れる。他方 のタ ックス ・ア ヴォイ ダ ソス は,
非合 法 な行為 とは必ず しもいえないが,税 法上で意 図された の とは異 なる 目的で税 法のル ープホ
ールを利用 して税負担 を逃 れ る行為 であ るか ら,一 種の合法的租税回避 として扱 うのが適当であ
る と思われ る。 しか しそ こに は法上 の形式 を充た してはいるが,実 質上,単 な る合 法性では解決
しない容認 しがたい要素が含 まれてい るこ とを見 落 してはな らない。
タ ックス ・イ ヴェイ ジ ョンとタ ックス ・ア ヴォイ ダ ンスは従来,別 個 に取 り扱 われ分析 されて
きた。 しか し,ク ロス=シ ョウは,こ の よ うな二分法 を批判 し,両 者 を一括 して分 析対 象 とすべ
きであ ると主張す る。 その理 由 と して は,第 一に,納 税者 に とってこの二つ が税 負担 の軽減 ・回
避 と言 う動機 に基づ く代替 的な行為 。活動 であ り,一 般に税率 また は税負担が 引 き上げ られ る時,
これ らの活動 は高 まるこ と,第 二 に,税 務 当局側 に とって よ り有効な租税 政策を とるに は,こ の
よ うな行為 ・活動の いずれ に対 して も対応 策を準備 する必要 が あるこ と,を 彼 らは指摘 してい る。
Taxation1)⑳ α詑,disccusionpaper,no.304,EconomicCouncilofCanada,1986;村上 睦 「移
転 価 格 税 制 とユ ニ タ リー ・タ ックス 」 貝塚 啓 明,石 弘光,野 口悠 紀 雄,宮 島洋,本 間 正 明編[1990],
5章 。
¢9タ ッ クス 。イ ヴ ェ イ ジ ョ ン とタ ッ クス 。ア ヴ ォイ ダ ンス は と もに,ベ イ ヤ ー=フ ラ ン ク 〔1987〕 が 示
して い る課 税標 準 の侵 食 を もた らす タ ッ クス ・イ ロー ジ ョ ンの5要 因 の 中 に 含 まれ るが,こ こ で も両 者
の 間 の 区別 は 必ず し も明 瞭 で は な い 。 彼 らに よれ ぽ,タ ッ クス ・イ ロー ジ ョンの 第1の 要 因 は 税 法 の 定
義 の限 定 的 性 格 で あ り,第2は タ ッ クス ・イ ヴェ イ ジ 。 ンつ ま り非 合 法的 手 段 に よ る脱 税,第3は 課 税
ベ ース を 実 際 よ りも小 さ くす る税 の 過 少 算 出(taxunder-estimation),第4はタ ックス ・ア ヴ ォイ
ダ ンス つ ま り合 法 的 脱 税,そ して 第5は 優 遇 税 制 を 利 用 して特 定 集 団 が享 受 す る 租 税 支 出 で あ る。
(609)企 業の国際的租税回避と租税政策35
タ ックス ・イ ヴェイ ジョンとタ ックス ・ア ヴォイ ダンス との関連 性は次の よ うに理解 され てい
る。 タ ックス ・イ ヴェイジ ョンは,合 法 的な タックス ・ア ヴォイ ダンス と異な って非合法で あ り
税 務調査 の対象 とな り,罰 金 ・科料 を課 され る。 この税務 調査の頻度 または確率が高 まるほど,
罰 則税率が高 くな るほ ど,非 合法 的租税 回避 と してのイ ヴェイ ジ ョンの コス トは高価 とな る。そ
の結果,合 法的方法 であるア ヴォイ ダンスの相対 的収益 率が上昇 し,租 税回避 の方法 はイ ヴ ェイ
ジ ョンか らア ヴォイ ダンスヘ シフ トす る。
この ように タ ックス ・イ ヴェイ ジョンとア ヴォイ ダンスについて別々にな され ていた研究 が,
こめ二つ を分離せず代替関係 まで分 析す るに至 って,こ の領域 の研究成 果 のもつ政策的イ ンプリ
ケイ シ ョンは重要 性を増 して きてい ると思われ る。
ここではまず タ ックス ・イ ヴェイ ジ ョンの分析 とタ ックス ・ア ヴォイダ ンスの分析 をそれぞれ
見た上 で,両 者 を同一 の座標軸 においた分析を詳 し くみる ことにす る。
8-2租 税回避の分析モデル
(1)タ ックス ・イ ヴェイ ジ ョンの分析
租税 回避行為 の うち,容 認 しがた く,か つペ ナルティを伴 うタイ プを,こ こでは タ ックス ・イ
ヴ ェイ ジ ョンまた は非合法的租税回避 と呼ぼ う。 タ ックス ・イ ヴェイ ジ ョン の 分 析 は,タ ック
ス ・アヴォイ ダ ンスの研究 よりも早 く,ア リ ンガ ム=サ ン ドゥモ(M.G.AllinghamandA.
(30)
Sandmo)に よって始 め られた。 ア リンガム=サ ン ドゥモの租税 回避分析 は,そ のモデルの中に罰
則 税率 や税務調査 の確率 をふ くむ ことか らも,非 合法的租税分析 と直 ちに認識 で きる。 まず この
タ ックス ・イ ヴ ェイ ジョン ・モデルを基 本 モデル と して 出発点 に置 くこ とにす る。
ア リンガム=サ ン ドゥモは,税 務 当局 への不正 申告 が罰則に従 うか も しれない とい う不確 実性
の もとにあ る個人 を前提 として次 の状況 を想定す る。
納 税者 は(a)真実 の所得 を申告す る,(b)真 実 の所 得 よ りも低 く申告 す る,と 言 う二つの戦略 から
選択 す るが,も し(b)を選 び不正 が発覚 しなけれぽ,(a)の 状況 よ りも有利 とな り,発 覚すれぽ,(a)
の状況 よりも不利 となる。納税者 は真実 の所 得Wを 知 っているが,課 税 当局 は申告所 得Xを 知
'るのみ であ り
,税 務調査 に よって発覚 しないか ぎ り,税 額 は θXで あ る(た だし,θ は税率を表す)。
この時,税 務調査 によって発覚す る確率を ρと して,期 待効用を表す と,(1一 ρ)U(W-ex)と
な り,不 正 申告が発覚す る場合 に蒙 る罰 則税 率を π(〉 θ)と して,期 待効用 を表す と,ρ σ〔W
一θX一 π(W-X)〕 となる。 この場合の税負担は θX十 π(W-X)で あ る。 したが って効用の
期 待値E(U)は つ ぎの よ うになる。
E(σ)=(1-p)σ(餌!一 θX)→一ρσ[M!一 θX一 π(W-X)](1)
合 理 的な納税者 は これを極大化す る申告所 得Xを 選択す る もの と考 え られ るC単 純化 のた めに,





とな る。2階 の条件 は次式 の よ うにな る。
D=θ2(1一 ρ)び'(Y)+(θ 一π)2ρび'(Z)=0(3)
(2>式を罰則税 率 πで微分す る と
∂X/∂π=一(1/D)(W-X)(B-n)ρび'(Z)一(1/Z))ρ ぴ(Z)>0(4)
とな り,右 辺の1,2項 とも正であ るか ら,罰 則率 の上昇 が申告所 得Xの 増大 をもた らす と言 え る。
同様 に して,(2)式 を ρで微 分す ると,
∂X/∂」P=1/1)[一BU'(y)十(θ 一π)こ1'(Z)コ>0(5)
で,正 であ るか ら,税 務調査 の確率 の増加 は申告所 得を高め る。π と ρ とい うパ ラメー ターは,
申告所得 を増 大 させ,租 税回避を是正す る有力な経済政策 の手段 であ ることが解 る。
ところで,税 務調 査の確率 と申告所得 の関係は必ず しも判然 としないが,税 務 当局 が納税 者の
真 の所 得を知 らない と して も,彼 らの職業 を熟知 してい ると仮定す ると,あ る水 準以上 よ りも以
下 の申告所 得 こそが税務調査 の対象 となる と見るのが 自然 である(ρ'(x)<o)。
また,税 率変化が 申告所 得に及 ぼす影 響については,明 確な結論 が得 られな い と され て い る
(∂X/∂θ≧o)。 これは負の代替 効果 と正の所 得効果 との関連 で説 明される。 つ ま り代 替 効 果 が 負
となるのは,税 率の上昇が税 の回避 を有利 にさせ て,申 告所 得の減少を促進す るか らであ り,他
方,所 得効果が正であ るのは,税 率 の引上 げが納税 主体 の税 引 き所 得を減少 させ,逓 減的な危険
回避 を前提すれ ぽ,危 険 回避傾 向を強 めて 申告所 得の増 大に導 くため であ る。
ア リンガム ・サ ソ ドゥモは さらに動学 モデルを用 いて,過 少申告の発覚に よって税務調査が厳
格 化 し,過 去 に遡 って罰則 的税 率が適用 されるよ うなペ ナル ティ ・ルールのも とでは,生 涯全体
に配慮 して行動す る 「先 見の明」のあ る人 は,近 視眼的な人 よ りも多 くを申告す る ことにな り,
「先 見の明」 のない人 の租税 回避 が残 され る と指摘 してい る。
(2)タ ックス ・ア ヴォイ ダ ンスの分析
(31)
クロイ ツェル=リ ー(D.KreutzerandD.R.Lee)は,利潤税率 をtと し,独 占企業 が δだけ
コス トを過大表示す るもの と仮定 し,さ らに コス トの過大表示 が合 法的な場合,ま た は本来的に
は非合 法で も課税当局が正確 な利潤 を把握す るこ との困難 か ら見逃 された場 合を想定す る。産 出
量Qの ときの逆需要 関数P(Q),コ ス ト関数C(Q)と す ると,税 引 き利潤n、 は
π1=[ρ(Q)Q-C(Q)]一t[1)(Q)Q一(1十δ)C(Q)](6)
=[p(Q)Q-C(Q)コ(1-t)十'δC(Q)(6)'
となる。上 式の第2項 の δC(Q)は 費用 の過大表示 分であ り,tai(Q)は これに よる減税分つ ま
り租税 回避 に よる収 益に相当す る。 ア リンガム=サ ン ドゥモ ・モデル と比較すれば,前 者 は未 申
告所得(W-X)に 相 当 し,(6)式 第1項 の[ρ(Q)Q-C(Q)]はWに,第2項の[p(Q)Q一





税 率 πは導入 されていない ので,合 法的租税 回避 モデル と呼 び得 る。
クロイ ッェル=リ ーの モデルの特徴 は,独 占企業 の タックス ・イ ロージ ョンを,税 法の条項に
反 しない合法的 な コス トの過大算 出,お よび税 務当局が正確 に収入 ・費用 を把握 できない状況の
下 での非合法的な コス トの過大表示 に よる もの と限定的 に捉 えでい る点にあ る。 したが って,税
務 調査や摘発 の問題 は当然 のこ となが らモデルに入 って こない。
8-2代 替的租税 回避の分析
(32)
クロス=シ ョウ(RCrossandG.K.Shaw)は,アリンガム=サ ン ドゥモ ・モデルにイ ヴ ェイジ
ョンとアヴォイ ダンスの コス ト関数を追加 し,合 理的経済主体 の租税忌避 の行動 として,イ ヴェ
イ ジ ョンとアヴォイ ダ ンス の選択 とそ の補完性 と代替性 を示 してい る。 カウエル(F.A.Cowe11)
も租税 回避方法の選択 に際 して効用 を最大化す る納税者 を分析 してい る。彼 は タ ックス ・アヴォ
イ ダ ンスに替 えて 「タ ックス ・シェル タ リング」(taxsheltering)を 用 い るが,こ れは税法 上 の
特別条項 やルー プホ ールの利用 に よる合 法的な租税回避を意 味 し,タ ックス ・ヘイ ブ ンへ の所得
移動 な ども含 む よ り広 い概 念であ る。 ここでは基本的 にはク ロス=シ ョウのモデルに よ りなが ら,
(33)
費用関数 の特定 化については カウエル のモデルで説 明す ることにす る。
(1)イ ヴェイ ジ ョン ・アヴォイ ダ ンスの補完性 ・代替性
クロス ニシ ョウ[1981]は,租 税変数 の影響 を合理的納税者 のイ ヴェィ ジョンとアヴォイ ダン
スの相対 的な有利性 に応 じた最適化行動か ら解 明す る。 まず,イ ヴェイ ジョンとア ヴォイ ダンス
の コス ト関数が導 入 され,二 つの活動 に必要な コス トと収益性が比較 され る。納税 者はあた かも
二 財を生産す る企業 の よ うに,こ れ らの最適な組 合わせ を選択す るが,そ の際,税 務調査 の確率
の上 昇や罰則税 率の引上 げが重要 な役割 を果たす。
タ ックス ・アヴォイ ダンスの機会につい ての情報 を収集す る コス トは,イ ヴェイ ジョンに関す
る情報 収集の コス トを含む とともに,そ の情報 自体 を もた らし,同 じことはイ ヴェィ ジョンにつ
いて も言 え る。 また,税 務当局が タ ックス ・ア ヴォイ ダンスのル ープホ ールを塞 いで税収増 大に
成 功 して も納税者が これに反応 してタ ックス ・イ ヴェイ ジョンを増大 させ れば,こ の税収増 加効
果 は相殺 され ることにな ろ う。いずれ に して も,納 税主体 の合理 的行動 を前提 とす る限 り,よ り
効用水 準の高い租税 回避法が選択 され るであろ うこ とは,理 論上,否 定 し難 い。
ク ロス=シ ョウは,イ ヴェイジ ョンとア ヴォイ ダンスを同時に含 む モデルに よって,こ れ らを
別 々に分析 した場合 と異な る結論 を導 きだ し,二 つ の活動 の補完性 と代替 性を解 明 してい る。そ
の基本 モデルであ る効用関数 は,税 を逃れた(avoid)所 得をA,総 所 得wの 中の 脱 税 さ れ た
GオR.CrossalldG.K.Shaw,TheEvasion。AvoidanceChoice:ASuggestedApProach,
2>α'勿 πα1丁 礁 ノoπ7π α1,voL34,no.4,1981,PP・489-491・;OntheEconomicAversion,
PublicFinance,vo1.37,no.1,1982,PP.36-47.
G3F.A.Cowell,TheEconomicAna1ysisofTaxEvasion,BulletinofEconomicResearch,
vo1.37,no.3;,C加 α伽9theGovernment:丁 加EconomicsofE〃 αε'oπ,MITPress,1990;
TaxshelteringandtheCostofEvasion,OxfordEconomicP妙 θ73,42,1990,PP.231-243.
38『 明大商学論叢』第76巻 第4号(612)





極 大値 を求め るための1階 の条件 は
(θ一C4)[(1-P)σ'(y)一 ト、P{1(Z)コ=0(8)
(B-CE)(1-P)U(Y)十[(1-F)θ一CE]1)U(Z)=0(9)
(8)(9)式を税率 θに関 して微分す る と,δ 〃 δθ>0,SE/δ θ≧0と な るが,δ ・4/δθ>0は,税 率
が上 昇す るとき,租 税回避 の収益が 高 まるとともに,π=BFで あ れ ぽ,イ ヴェイ ジ ョンの コス
トが 高 くな り,そ の期 待効用が低下す るので,ア ヴォイ ダンスを増大 させ ることを意 味す る。他
方,SE/δ θ≧0は,ア リンガム=サ ン ドゥモの ∂x/∂ θ〈0と 一致す るが,こ こでは アヴォイダ
ンス活動 の活発化に よって,イ ヴェイ ジョン活動 に与 える間接 的な所 得効果 と代替効果が 生 じ,
所得効果 に関 しては プラス,代 替効果 に関 してはマイナスの結 果を示 してお り,符 号 は確定 しな
い と説 明 され ている。
タ ックス ・イ ヴェイ ジ ョン(E)と アヴォイ ダンス(A)の 補 完関係は,⑦ 式 のC(A),C(E)をA
とEの 結合費用 関数C<A,E)で 置 き換 える ことに よって示 される。 ただ し,CAE<0で あ り,
アヴ ォイ ダンスの活発化はその限界費用 を増大 させ るが,同 時にイ ヴェイ ジ ョンの限界費用 を低
下 させ てAか らEへ の代替 を生 じさせ る。 また他 方では,Eの 限界 コス トの増大 はAの 限界 コ
ス トを低下 させ て,Aへ の代替効果 を生 み出す。したが って,8A/δ θの符号 もまた不確定 となる。
同様 に(8)(9)式をペ ナル テ ィ率Fで 微 分す ると,δ/1/SF=Q,δE/SE<0となる。つ ま り罰
則税 率は アヴ ォイダ ンスに影響 を及 ぼさないが,脱 税を抑制す る と言 う結果 を得,ア リンガム=
サ ン ドゥモの結論 と一致す る。結合費用 関数,C(・4,E)を 導 入す る と,δ ・9/8F〈0と な って直
感 とは異 なるが,こ れ は罰則税 率引上 げに よるイ ヴェイ ジ ョン活動 の減退 が アヴォイ ダンス活動
の限界費用を増大 させ るか らであ り,両 者の補完 関係を物 語 ってい る。
再 び(8)(9)式を税務調査 の確率 ρ で微分す ると,δ 、4/δρ=0,SE/8p<0とな り,ア リ ン
ガム=サ ン ドゥモ ・モデル と一致す る。 しか し,CAE<0に よって このモデルを 修 正 す る と,
as/δ ρ〈0,δE/8p〈0と なる。前 者は直感的理 解に反す るが,税 務調査 の確率 の上 昇 に よっ
てイ ヴェイ ジ ョン活動が抑制 される と,ア ヴォイ ダンスの コス トが高 ま りア ヴォイダ ンス活動 も
抑 え られ るか らであ る。
(2)租 税回避 のコス ト関数
カ ウエ ル ・モデルで は,非 合法的租税 回避 であ るイ ヴェイ ジ ョンの コス トは次 のよ うに定式化
され る。 外生的 に決定 された工 作前 の本来的課税所 得yが 与 え られ ると,こ れにtの 比例 税率で
所 得税 が課 され るが,そ の際に所 得 の一部分E(<Y)の イ ヴェイ ジ ョンが行 われ るとす る。 これ
が税務 調査 で発覚すれば εの超過 税率 で追徴課税 され る。税 務調査で摘発 され る確率 は ρ であ
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る。 この ような税体系 τは次式で表 され る。
τ=(ρ,ε,')⑩
脱 税の コス トは,脱 税の成 功を確実化す るために準備 され る支 出額 と定 義 さ れ,C(e;τ,y,め
で表 され る。
ここでは脱税が税務調査に よって発覚 し,有 罪 として摘発 され る場合 の可処分所得 をY。.脱 税
(34)
が成 功す るときの可処分所 得 をy1と し,リ ス クに対す る態度 を含 む個人 の選好 の リス トをdと
置いてい る。
脱 税 の発覚す る確率 と成 功す る確率,p,[1一 ρ]を 人 々が 正確 に認識 で きるとすれぽ,そ の予
想効用,Eσ は次の よ うに表 現で きる。
Eσ=ρ ぴ(yo)十[1一 ρ]ぴ(y1)q1)
U`(y,一c)rり ぴ(yo)十[1一 ρ]ぴ(y:)⑫
コス ト関数Cが 脱税 の場合 を除いて負にはな らない(≧0)と 仮定 し,ぴ があ らゆ る点 で微分
可能 とすると,働 式 を使 って次式 が得 られ る。
C,(e・ ・,y:・)一'3ρ α(鷲 ≡鍔 σ'ω+t㈱
(ただ し,⑬ 式のCとU"サ ブスクリプ トは導関数を意味する。)
ぴ が ッの増 加関数,ρ ≦1,そ して脱税 コス ト関数 が,C(e;τ,y,a;≧0で あ ることを考 慮 す
ると,σ 薮y1)≦ σ厳ッrC)で あ るこが と解 る。 この場合,も し,ρ とSが プ ラス で あ れ ぽ,
c(0;τ,y,a)=p(1十S)t≧0とな る。
一方 ,効 用極大 とな る最適 租税回避額を求め るために,qD式 をEで 微分 して一階 の条 件 を み
てみれぽ,
一5ρU2(yo)+[1一 ρ]U`(y、)=o⑭
これ を㈹式 に代 入す ると
α(θ;τ,ツ,α)一'⑮
とな:り,脱 税 コス トが税率tと 等 しい とき効用 は最大 とな ることが解 る。 このこ とは,t>C6の
範 囲では脱税 の限界収益 が限界費用 を上 回 り有利 に,t〈Cθ の範囲で は限界費用 の方が 高 くな り
不利 化す ることを意 味 してい る。
次に アヴ ォイ ダ ンスの コス ト関数が導 出 され る。 カウエル は従来 のタ ックス ・アヴォイ ダ ンス
よりも幾分 カバ ーす る領域 の広 い シェル タ リング概 念を用い るが,こ れには タ ックス ・ヘ イブン
へ の所得 の移転 や税法 をだ しぬ く金融 的調 整な ども含 まれ ている。 シェルタ リングの コス トは,
適切 な資金 の移転先を見いだすた めの費用,管 理費 や取 引費用 などを含 むが,異 な る所 得水準の
納 税者に適す る異な るシェル タ リング計画 が存在 し,そ れ に要す る コス トも異な ると考え られ る。
a額 の所 得を シェル ターす るコス トをr(x)と す ると,こ れは次の よ うに表 され る。





可 処 分所 得 の増分,し たが って シェル タ リングの純 収益は,㍑ 一r(x)で ある。 この場合 の実質
的課税 所得y'は 次式 の よ うになる。
y=y+[㍑ 一r(x)]/[1-t]U7
この よ うに して,イ ヴェイ ジ ョンとア ヴォイダ ンスの費用関数が導 出された。 ここで二つ の租
税 回避 方法を適当に組 み合わせ て税 負担 の軽 減を 図る納税者 を想定す る と,彼 の関心 は次式 で示




⑱ 式 の第1項 は本来 の可処 分所 得,第2項 はイ ヴェイ ジ ョンか らの純収益,第3項 は シェルタ リ
ングか らの純収 益であ り,⑲ 式はいずれか の方法で租税を逃れ る活動が行われ るが,そ の上限 は
実 際 の所得額 である ことを意 味 してい る。㈹式を最 大化す る条件を求め ると,
cθ(E;・,ヅ,a)=1「 ・ω,⑳
とな る。⑳式 はイ ヴェイジ ョンとシェル タ リングの限界 コス トが等 しくなる ように租税回避が行
(35)
わ れ るとき,納 税者 の効用 が最大にな ることを示 してい る。
以上 の租税 回避分析か ら,納 税側 の効用 関数最大 化仮 説の下では,非 合法的租税回避 も合 法的
租税 回避 も同時 的に選択対象 とな り,税 務当局の対応 次第でいずれかに シフ トす る可能性のあ る





本の国外への流出によって課税ベイスが減少 し,租 税の減収が避け られないこと,第 二に居住国
における国内源泉所得と国外源泉所得との間に,税 負担上の不公平が生ずること,第 三に資本輸
出の中立性が阻害され,国 内の競争条件に影響を及ぼす こと,第 四に納税意欲(taxmorale)を
低下させることなどである。
各国はタックス ・ヘイブン対策税制や移転価格税制を導入 して対応 してきたが,そ の有効性は
本稿で見てきた ように必ず しも十分であるとはいい難い。国際的租税回避をより効果的に防止す
るには,こ の二つの税制の難点を改善す るか,新 規の税制に代替させるかを検討するとともに,
税制のなかに,イ ヴェイジョン ・アヴォイダンス分析の示唆す るペナルティ税率,税 務調査確率
㈹ カウエルはこの条件が常に成立するとは限らないとして,CE関 数がある点で不連続となって急増す
る場合をあげている。 これは例えばイヴェイジョンがある水準 θ*に 達 して申告所得が通常の規模を大
幅に下回ると,税務当局の疑惑を招いて密度の高い税務調査(例 えば ρ=1)を 通じて結局,罰 則税率に
従 うことになると言 う状況に対応 している。 この場合にイヴェイジョンの コス トは突然高水準に移 る。
(615)企 業の国際的租税回避と租税政策41
などの要 因を組 み込 み,イ ヴェイ ジ ョンや アヴォイ ダ ンスへ のデ ィスイ ンセ ンテ ィヴ効果 を高め
るこ とが 必要 であ ろ う。
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